
復興推進委員会 

 

主管省及び庶務担当部局課 復興庁調査・調整・地域班 

 電話番号 (03)6328-1111(代表) 

ホームページ 

http://www.reconstruction.go.jp/topics/000813.html 

根 拠 法 令 復興庁設置法第 15 条 

設置年月日 平成 24 年２月 10 日 

（存置期限 令和 13 年３月 31 日（令和６年４月１日時点）） 

所 掌 事 務 

１．東日本大震災からの復興のための施策の実施状況を調査審

議し、必要があると認める場合に内閣総理大臣に意見を述べ

ること 

２．内閣総理大臣の諮問に応じて、東日本大震災からの復興に

関する重要事項を調査審議し、及びこれに関し必要と認める

事項を内閣総理大臣に建議すること 

３．福島復興再生特別措置法第百十二条第四項、第百十五条第

六項又は第百十六条第二項の規定により同法第百二十七条第

一項に規定する主務大臣に意見を述べること 

分科会等＜分科会＞ なし 

    ＜部 会＞ なし 

    ＜Ｗ Ｇ＞・第２期復興・創生期間までの復興施策の総

括に関するワーキンググループ 

令和８年度以降、復興庁設置期間内における復

興施策の検討に資するため、東日本大震災の発

災からこれまでの間に実施された復興施策の総
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括を行う 

・福島国際研究教育機構ワーキンググループ 

福島復興再生特別措置法（平成 24 年法律第 25 

号）に基づき、復興推進委員会が福島国際研究

教育機構（以下「機構」という。）の中期目標等

に対し意見を行うに際し、機構の業務特性に応

じた実効性のある意見を行うために専門的・客

観的な立場から検討を行う 

委員＜定数＞ 15 人（委員長及び委員 14 名以内をもって組織する） 

うち常勤 なし 

＜任期＞ ２年 

＜氏名＞ ◎今村 文彦（東北大学災害科学国際研究所教授） 

浅野 雅己（浅野撚糸株式会社代表取締役社長） 

荒川 静香（プロフィギュアスケーター） 

内堀  雅雄（福島県知事） 

奥野 雅子（岩手大学人文社会科学部教授） 

奥山 修司（福島大学経済経営学類特任教授） 

小林 味愛（株式会社陽と人（ひとびと）代表取締役） 

白波瀬 佐和子（東京大学大学院特任教授） 

関 奈央子（ななくさ農園・ななくさナノブルワリー） 

達増 拓也（岩手県知事） 

戸塚 絵梨子（株式会社パソナ東北創生代表取締役社長） 

藤沢 烈（一般社団法人RCF代表理事） 

村井 嘉浩（宮城県知事） 

山﨑 登（国士舘大学防災・救急救助総合研究所教授） 

山名 元（原子力損害賠償・廃炉等支援機構理事長） 
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諮問・答申事項等  

・福島国際研究教育機構中期目標（案）に対する復興推進委員会

意見（令和５年３月３日） 
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